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165億6415万円 

168億8033万円 

175億4216万円 
180億1245万円 

190億5051万円 
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平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

（億円） 

2 認可保育所運営費と利用者負担の現状 

(1) 認可保育所運営費と負担の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 2-2 認可保育所運営費の推移 

  

0 

約 190 億円 

認可保育所運営費の推移 

資料 2-1 認可保育所運営費の支出内訳(平成２６年度) 

認可保育所運営費は保育サービス定員拡充の取り組みに伴い、毎年増加している。 

平成２６年度の決算において、児童福祉費の合計は約 458 億円である。そのうち認可保育所運営経費は 

約１９０億円で、41.54％を占めている。190 億円の主な経費としては、区立保育園保育士等の人件費が 

約９０億円で 47.44％、私立保育園の人件費を含む運営費が約 65 億円で 34.09％となっている。 

 

（平成 26 年４月１日現在の保育園数 区立直営 39 園、区立民営 11 園、私立 45 園） 
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4・5歳児クラス 

3歳児クラス 

2歳児クラス 

1歳児クラス 

0歳児クラス 

園児1人あたりにかかる月額経費 

国が定める月額保育料（最高額） 

大田区月額保育料（最高額） 

資料 2-4 平成 26 年度「大田区における園児 1 人あたりの保育に係る月額経費」と「国が定
める月額保育料(最高額)」「大田区月額保育料(最高額)」の比較 

児童クラス 児童数:保育士数

0歳児 ３人１人

1歳児 5人に１人

2歳児 6人に１人

3歳児 15人に１人

4歳児以上 30人に１人

大田区の保育士配置状況

各年齢クラスの運営経費は、保育士等の配置基準の差により異なっている。０歳児の園児 1 人あたりの保育に

係る月額経費は、６０万円を超えている。 

 

 

 

 

 

 

 

認可保育所運営費約 190 億円のうち、保護者負担の割合は、12.28％(約２３億円)であり、87.42％ (約 167

億円)は公費で負担している。 

各年齢クラスの園児１人あたりの保育に係る月額経費では、0 歳児が 60 万円を超えており、1,2 歳児の２倍

以上となっている。0 歳児では、保育士の配置が、児童３人に１人となっている。加えて、看護師の配置が必

須であることなど、1,2 歳児と比べ多くの人件費がかかっている。 

資料 2-3 認可保育所運営経費における保護者負担割合 （平成２６年度） 

認可保育所運営経費約 190 億円のうち、国が定める経費は約 87 億円、区が保育の質の向上などのため加

算している経費は約 100 億円である。保護者に負担いただいている保育料は約２３億円(12.28％)である。

国基準の保育料(国が示している保護者負担限度額)約４５億円との差額、約２２億円は区費で負担し、利用者

の負担軽減を図っている。  

 

 

 

 

 

 

 

大
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区
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所
を
運
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る
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費

保育の質の向上などのために加算している経費(運営費加算(54.28％)

約１０３億円約８７億円

約１００億円

行政負担(22.18％)

約４２億円

国基準保育料(23.54％)

　[保護者負担額]

大田区が認可保育所を運営する経費(100％)

約１９０億円

国が定める運営経費(45.72％)

約４５億円

約２３億円

(12.28％) (11.26％)

保護者負担
利用者負担軽
減分(区が負

担)

約２２億円

区加算分(52.78％)

(52.14％) (47.86％)

約２３億円 約２２億円

約４５億円

保護者負担
利用者負担軽減分

(区が負担)

国基準保育料(100％)
　[保護者負担額]

補助金等

(1.50％)

約３億円
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(2) 大田区保育料と国基準保育料の比較 

資料 2-5 大田区保育料と国基準保育料 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

保育料の階層は、国基準においては８階層だが、区では２7 階層に区分し、負担能力に応じたきめ細かな保育

料設定としている。 

国基準階層に対して現行保育料の各階層の税額幅にはばらつきがある。例えば、国の第 4 階層は、所得割課

税額が 48,600 円以上 97,000 円未満であり、その幅は 48,400 円である。その階層を細分化した大田区の

現行保育料の階層間は、2,000 円から 17,800 円強となっている。 

 

３号認定 ２号認定 ３号認定

３歳未満児 ３歳以上児 ３歳未満児 ３歳児 4・5満児

C3
所得割５０,０００円以上
６７,８００円未満の世帯

17,800 5,100 4,700 4,600

C4
所得割６７,８００円以上
７０,８００円未満の世帯

3,000 9,700 8,600 8,600

C5
所得割７０,８００円以上
７２,８００円未満の世帯

2,000 11,300 10,300 10,200

C6
所得割７２,８００円以上
８５,０００円未満の世帯

12,200 12,400 12,300 12,200

C8
所得割１２５,０００円以上
１５０,０００円未満の世帯

25,000 23,100 16,700 16,600

C9
所得割１５０,０００円以上
１７５,０００円未満の世帯

25,000 25,500 18,300 18,200

新制度国基準 大田区現行保育料

階層区分 階層区分

第４階層

所得割課税額
４８,６００円以上
９７,０００円未満

推定年収～470万円

30,00048,400

72,000第５階層

所得割課税額
９７,０００円以上
１６９,０００円未満

推定年収～640万円

階層の
税額幅

階層の
税額幅

40,000C7
所得割８５,０００円以上
１２５,０００円未満の世帯

44,500

２号認定

27,000

41,500

13,80018,400 13,900

平成２７年９月１日現在 

３号認定 ２号認定 ３号認定

３歳未満児 ３歳以上児 ３歳未満児 ３歳児 4・5満児

第１階層 生活保護受給世帯 0 A 生活保護受給世帯 0 0 0

B1 非課税のひとり親世帯 0 0 0

B2 非課税の上記以外の世帯 1,000 1,000 1,000

C1 均等割のみの世帯 3,900 3,300 3,300

C2
住民税所得割

５０,０００円未満の世帯
4,400 4,000 4,000

C3
所得割５０,０００円以上
６７,８００円未満の世帯

5,100 4,700 4,600

C4
所得割６７,８００円以上
７０,８００円未満の世帯

9,700 8,600 8,600

C5
所得割７０,８００円以上
７２,８００円未満の世帯

11,300 10,300 10,200

C6
所得割７２,８００円以上
８５,０００円未満の世帯

12,400 12,300 12,200

C8
所得割１２５,０００円以上
１５０,０００円未満の世帯

23,100 16,700 16,600

C10
所得割１７５,０００円以上
２１０,０００円未満の世帯

27,600 19,800 19,700

C11
所得割２１０,０００円以上
２３５,０００円未満の世帯

30,500 22,000 21,900

C12
所得割２３５,０００円以上
２５０,０００円未満の世帯

32,500 23,200

C13
所得割２５０,０００円以上
２６５,０００円未満の世帯

34,200 24,500

C14
所得割２６５,０００円以上
２８４,７００円未満の世帯

36,000 25,700

C16
所得割３２７,６００円以上
３４３,４００円未満の世帯

39,200

C17
所得３４３,４００円以上
３５７,６００円未満の世帯

40,700

C18
所得割３５７,６００円以上
３６８,２００円未満の世帯

42,200

C19
所得割３６８,２００円以上
３８３,２００円未満の世帯

43,500

C20
所得割３８３,２００円以上
３９８,２００円未満の世帯

46,000

C21
所得割３９８,２００円以上
４２９,２００円未満の世帯

49,400

C22
所得割４２９,２００円以上
４８１,２００円未満の世帯

54,900

C23
所得割４８１,２００円以上
５１３,２００円未満の世帯

59,700

C24
所得割５１３,２００円以上の

世帯
63,500

新制度国基準 大田区現行保育料

階層区分 階層区分

第２階層
住民税非課税世帯

　
推定年収～260万円

9,000

第３階層

所得割課税額
４８,６００円未満

推定年収～330万円

19,500

第４階層

所得割課税額
４８,６００円以上
９７,０００円未満

推定年収～470万円

30,000

第８階層

所得割課税額
３９７,０００円以上

推定年収1,130万円～

所得割課税額
１６９,０００円以上
３０１,０００円未満

推定年収～930万円

第７階層

所得割課税額
３０１,０００円以上
３９７,０００円未満

推定年収～1,130万円

第５階層

所得割課税額
９７,０００円以上
１６９,０００円未満

推定年収～640万円

第６階層 58,000

77,000

104,000 101,000

61,000

C15
所得割２８４,７００円以上
３２７,６００円未満の世帯

80,000

C7
所得割８５,０００円以上
１２５,０００円未満の世帯

44,500

２号認定

6,000

16,500

27,000

41,500

13,800

C9
所得割１５０,０００円以上
１７５,０００円未満の世帯

18,200

24,000

23,000

18,400

25,500

37,500

13,900

18,300

26,600

27,600

28,600
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 (3) 大田区保育料と他自治体保育料の比較 

２０区：大田区以外の２２区のうち、品川区・練馬区を除く２０区 

３ 市：近隣の川崎市、横浜市、千葉市の３市 

 

 

 

 

 

（各区平成２７年度「保育園入園のしおり」等で確認） 
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市区町村民税 

保育料の比較(4,5歳児) 

20区平均 ３市平均 

0%

50%
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保育料の比較(3歳児) 
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保育料の比較(0,1,2歳児) 

20区平均 ３市平均 

資料 2-6 大田区の保育料と２０区平均・３市平均保育料

の比較 
※大田区保育料を 100％とした場合の割合で比較しています。 

 

２０区及び３市の平均と比べ、大田区の保育料は概ね低い設定となっている。しかし、均等割の
みの階層については、すべての年齢において 20 区平均より高く、３市平均との比較においても３
歳児以上で高くなっている。 

 


